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１. 15年 9月中間期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨）

　   売   上   高  　    営業利益 　　   経常利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期 361,323 11.9 5,390 11.2 4,317 6.7
14年 9月中間期 322,907 6.1 4,849 106.3 4,046 75.5
15年 3月期 671,433 10,072 8,036

１ 株 当 た り 中 間
（ 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円  　銭
15年 9月中間期 3,935 61.3     18 60
14年 9月中間期 2,440 △ 24.6     11 53
15年 3月期 5,758     27 21
(注)①期中平均株式数  15年 9月中間期 211,584,977株  14年 9月中間期 211,646,533 株  15年 3月期 211,628,451 株
    ②会計処理の方法の変更　　 無
    ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円  　銭     円  銭
15年 9月中間期    －   －
14年 9月中間期    －   －
15年 3月期   5  00

(3)財政状態
１株当たり
株主資本

   百万円    百万円 ％     円   銭
15年 9月中間期 297,240 58,367 19.6   275  87 
14年 9月中間期 292,939 50,786 17.3   239  98 
15年 3月期 283,505 54,031 19.1   255  36 
(注)①期末発行済株式数　15年 9月中間期  211,576,853株  　14年 9月中間期　211,631,690 株　  15年 3月期　211,589,488 株

 　 ②期末自己株式数　　15年 9月中間期       86,347株　  14年 9月中間期       31,510 株  　15年 3月期       73,712 株

２. 16年 3月期の業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
　 １株当たり年間配当金

期　　末
 百万円   百万円   百万円      円　銭     円　銭

通　　期 713,000 7,600 7,000    5  00   5  00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  33円  08銭 
※上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因に
  よって予想数値と異なる場合があります。
  なお、業績予想に関する事項は、添付資料4～6ページをご参照下さい。

売   上   高 経常利益 当期純利益

中間（当期）純利益

   　 総  資  産        株主資本 株主資本比率

－ ２０ －



中  間  貸  借  対  照  表

（ 百万円未満切捨 ）

期   別 当  中  間  期 前 年 中 間 期 前         期 前期比
(平成15年9月30日現在) (平成14年9月30日現在) (平成15年3月31日現在)

科　　 目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比 増減金額 増減率

 （ 資 産 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

流 動 資 産 217,959  73.3 205,666  70.2 204,688  72.2 13,271 6.5 
現 金 及 び 預 金 10,773  25,774  20,247  △9,474 △46.8 
受 取 手 形 40,711  36,811  35,424  5,287 14.9 
売 掛 金 106,795  90,996  97,067  9,728 10.0 
有 価 証 券 100        － 101  △1 △1.0 
商 品 36,782  26,978  28,718  8,064 28.1 
未 着 商 品 4,880  4,091  4,356  524 12.0 
前 渡 金 9,604  8,151  8,401  1,203 14.3 
前 払 費 用 165  177  121  44 36.4 
繰 延 税 金 資 産 1,096  1,896  961  135 14.0 
関係会社短期貸付金 3,199  3,369  4,127  △928 △22.5 
その他の流動資産 4,712  7,992  5,961  △1,249 △21.0 
貸 倒 引 当 金 △ 862  △ 573  △ 800  △62 7.8 

固 定 資 産 79,280  26.7 87,273  29.8 78,816  27.8 464 0.6 
 有形固定資産 39,318  13.2 39,859  13.6 39,685  14.0 △367 △0.9 
建 物 9,776  10,401  10,074  △298 △3.0 
構 築 物 1,505  1,607  1,563  △58 △3.7 
機 械 及 び 装 置 121  160  133  △12 △9.0 
車 両 及 び 運 搬 具 7  7  4  3 75.0 
器 具 及 び 備 品 102  106  105  △3 △2.9 
土 地 27,804  27,574  27,804  －      －
建 設 仮 勘 定      － 0        － －      －

 無形固定資産 515  0.2 494  0.2 470  0.2 45 9.6 
ソ フ ト ウ ェ ア 等 515  494  470  45 9.6 

 投資その他の資産 39,447  13.3 46,919  16.0 38,660  13.6 787 2.0 
投 資 有 価 証 券 9,951  8,970  7,936  2,015 25.4 
関 係 会 社 株 式 21,186  28,000  21,300  △114 △0.5 
出 資 金 1,487  1,678  1,606  △119 △7.4 
関 係 会 社 出 資 金 1,049  836  1,049  －      －
長 期 貸 付 金 168  173  172  △4 △2.3 
従業員長期貸付金 684  788  767  △83 △10.8 
関係会社長期貸付金 370  629  415  △45 △10.8 
破産債権･更生債権等 1,966  2,215  1,084  882 81.4 
長 期 差 入 保 証 金 3,161  4,563  4,649  △1,488 △32.0 
そ の 他 の 投 資 1,766  3,894  1,578  188 11.9 
貸 倒 引 当 金 △ 2,345  △ 4,832  △ 1,900  △445 23.4 

  資　　産　　合　　計 297,240  100.0 292,939  100.0 283,505  100.0 13,735 4.8 

－ ２１ －



（ 百万円未満切捨 ）

期   別 当  中  間  期 前 年 中 間 期 前         期 前期比
(平成15年9月30日現在) (平成14年9月30日現在) (平成15年3月31日現在)

科　　 目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比 増減金額 増減率

 （ 負 債 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

流 動 負 債 210,407  70.8 205,624  70.2 202,332  71.3 8,075 4.0 
支 払 手 形 29,478  33,239  26,657  2,821 10.6 
買 掛 金 61,726  53,377  55,087  6,639 12.1 
短 期 借 入 金 101,645  102,735  105,750  △4,105 △3.9 
未 払 金 282  499  326  △44 △13.5 
未 払 費 用 659  489  648  11 1.7 
未 払 法 人 税 等 10  10  17  △7 △41.2 
前 受 金 8,783  6,349  6,179  2,604 42.1 
預 り 金 4,953  6,988  6,138  △1,185 △19.3 
賞 与 引 当 金 1,300  1,200  1,300       　－    　－
その他の流動負債 1,567  734  227  1,340 590.3 

固 定 負 債 28,465  9.6 36,528  12.5 27,141  9.6 1,324 4.9 
長 期 借 入 金 21,000  31,000  21,000       　－    　－
繰 延 税 金 負 債 727     　－     　－ 727    　－
退 職 給 付 引 当 金 2,094  1,447  1,712  382 22.3 
役員退職慰労引当金 435  341  366  69 18.9 
土地買戻損失引当金 2,512  2,037  2,512       　－    　－
その他の固定負債 1,696  1,701  1,550  146 9.4 

  負　　債　　合　　計 238,872  80.4 242,152  82.7 229,474  80.9 9,398 4.1 

（ 資 本 の 部 ）

資  本  金 45,651  15.4 45,651  15.6 45,651  16.1      　－    　－

利 益 剰 余 金 12,079  4.1 5,883  2.0 9,201  3.2 2,878 31.3 
利 益 準 備 金 211  105  105  106 101.0 
中間(当期)未処分利益 11,867  5,777  9,095  2,772 30.5 

土地再評価差額金 △ 419  △0.2 △ 418  △0.2 △ 419  △0.1    　  －    　－
その他有価証券評価差額金 1,069  0.4 △ 324  △0.1 △ 391  △0.1 1,460    　－
自 己 株 式 △ 13  △0.1 △ 4  △0.0 △ 10  △0.0 △3 30.0 

  資　　本　　合　　計 58,367  19.6 50,786  17.3 54,031  19.1 4,336 8.0 

  負 債 及 び 資 本 合 計 297,240  100.0 292,939  100.0 283,505  100.0 13,735 4.8 

－ ２２ －



中  間  損  益  計  算  書

（ 百万円未満切捨 ）

期   別  当  中  間  期 前 年 中 間 期 前         期

自 平成15年4月 1日 自 平成14年4月 1日 自 平成14年4月 1日 前年中間期比
至 平成15年9月30日 至 平成14年9月30日 至 平成15年3月31日

  科　　 目 金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 百分比 増減金額 増減率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
営 営  業  収  益
業 売 上 高 361,323  100.0 322,907  100.0 671,433  100.0 38,416 11.9

経 損
益 営  業  費  用 355,932  98.5 318,057  98.5 661,360  98.5 37,875 11.9

常 の 売 上 原 価 346,804  96.0 308,901  95.7 643,093  95.8 37,903 12.3
部 販売費及び一般管理費 9,127  2.5 9,156  2.8 18,266  2.7 △29 △0.3

損 営   業   利   益 5,390  1.5 4,849  1.5 10,072  1.5 541 11.2

営 営 業 外 収 益 570  0.2 789  0.3 955  0.1 △219 △27.8
益 業 受取利息及び受取配当金 447  365  598  82

外 そ の 他 の 収 益 122  424  357  △302
の 損

益 営 業 外 費 用 1,643  0.5 1,592  0.5 2,992  0.4 51 3.2
部 の 支 払 利 息 999  1,129  2,214  △130

部 そ の 他 の 費 用 644  463  777  181

  経   常   利   益 4,317  1.2 4,046  1.3 8,036  1.2 271 6.7

特  別  利  益      －    － 248  0.1 248  0.0 △248 △100.0
特   固  定  資　産　売  却  益      － 248  248  △248
別
損 特  別  損  失 642  0.2 1,832  0.6 1,733  0.2 △1,190 △65.0
益   貸 倒 引 当 金 繰 入 額 476       －      － 476
の 　関 係 会 社 株 式 評 価 損 121  82  111  39
部   投 資 有 価 証 券 評 価 損 44  1,749  205  △1,705
  投 資 有 価 証 券 売 却 損      －      － 941       －
  土地買戻損失引当金繰入額      －      － 475       －

税引前中間(当期)純利益 3,674  1.0 2,462  0.8 6,551  1.0 1,212 49.2

法人税、住民税及び事業税 △ 125   △0.0 8  0.0 △ 154  0.0 △133      －

法 人 税 等 調 整 額 △ 136   △0.1 13  0.0 948  0.1 △149      －

中 間（当 期）純 利 益 3,935  1.1 2,440  0.8 5,758  0.9 1,495 61.3

前  期  繰  越  利  益 7,932  3,336  3,336  4,596

土地再評価差額金取崩額      －      － 1       －

中 間(当期)未 処 分 利 益 11,867  5,777  9,095  6,090

－ ２３ －



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１． 資産の評価基準及び評価方法

 （１） 有価証券

      ① 子会社株式及び関連会社株式

          評価基準･･････原価基準

          評価方法･･････移動平均法

      ② その他有価証券

      時価のあるもの

         中間決算末日の市場価格等に基づく時価基準

　　　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

      時価のないもの

          評価基準･･････原価基準

          評価方法･･････移動平均法

 （２） デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務

         時価基準

 （３） 商品、未着商品

          評価基準･･････低価基準（切放し方式）

          評価方法･･････移動平均法又は個別法

２． 固定資産の減価償却の方法

 （１） 有形固定資産

         定率法

ただし、賃貸資産の一部については定額法

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。

 （２） 無形固定資産

         定額法

なお、償却年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間

         （５年）に基づく定額法

－ ２４ －



３． 引当金の計上基準

 （１） 貸倒引当金

      債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

   懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

   おります。

 （２） 賞与引当金

      従業員賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

 （３） 退職給付引当金

      従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の

   見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。

    　過去勤務債務については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

   の年数(14年)による定額法により按分した額を費用処理しております。

      数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

   の一定の年数（14年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用

       処理することとしております。

 （４） 役員退職慰労引当金

      役員の退職慰労金に充てるため、内規に基づく中間期末現在の見積額を計上して

   おります。

 （５） 土地買戻損失引当金

 　 　平成9年3月に財団法人民間都市開発推進機構に売却した土地について付与している

   売戻し権の行使期日（平成19年3月）の状況に鑑みて将来発生する可能性のある損失を

   見積り、必要と認められる額を計上しております。

４． 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

      外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

   損益として処理しております。

５． リース取引の処理方法

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

   取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

－ ２５ －



６． ヘッジ会計の方法

（１） ヘッジ会計の方法

         繰延ヘッジ処理によっております。

         ただし、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引については、特例処理によっ

      ております。

（２） ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　 当中間期にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

       ａ．ヘッジ手段･･･金利スワップ取引

       ヘッジ対象･･･借入金

   ｂ．ヘッジ手段･･･商品先渡取引

       ヘッジ対象･･･非鉄金属輸入によるたな卸資産及び予定取引

（３） ヘッジ方針

　　　　　デリバティブ取引に関する権限規定及び取引限度額等を定めた内部規定に基づき、

　　　ヘッジ対象に係る商品価格変動リスク及び金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジして

　　　おります。

（４） ヘッジ有効性の評価方法

　　　　　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッ

　　　シュ・フロー変動の累計又は相場変動を比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ

　　　有効性を評価しております。ただし、特例処理によっている金利スワップ取引については、

　　　有効性の評価を省略しております。

７． その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

（１） 消費税等の処理方法

      消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（２） 連結納税制度の適用
　　　　　連結納税制度を適用しております。

－ ２６ －



注 記 事 項

（中間貸借対照表関係）

（当中間期） （前年中間期） （前   期）

1. 有形固定資産の減価償却累計額 7,694 百万円 6,924 百万円 7,311 百万円

2. 担保に供している資産 27,117 百万円 26,686 百万円 26,258 百万円

3. 保証債務(保証予約を含む) 6,874 百万円 9,741 百万円 6,785 百万円

4. 受取手形割引高 5,243 百万円 4,021 百万円 5,765 百万円

5. 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺後、「その他流動資産」に含めて表示しております。

6. 土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号 ）に基づき、平成14年3月31日において、

事業用の土地の再評価を行っております。なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部

を改正する法律（平成11年3月31日公布法律第24号）に基づき、当該再評価差額を「土地再評価差額金」と

して資本の部に計上しております。

  再評価の方法

　　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第1号及び第5号に定める

　　方法により算出しております。

（中間損益計算書関係）

（当中間期） （前年中間期） （前   期）

有形固定資産減価償却実施額 412 百万円 441 百万円 878 百万円

無形固定資産減価償却実施額 72 百万円 59 百万円 127 百万円

－ ２７ －



売上高付表

（１）商品別売上高 単位 ： 百万円  
百万円未満切捨  

期    別  当 中 間 期 前 年 中 間 期 前     期 前年中間期比

  区    分 金　額 百分比(%) 金　額 百分比(%) 金　額 百分比(%) 増減金額 増減率(%)

条 鋼 70,815  19.6 66,331  20.5 134,814  20.1 4,484 6.8 
鉄 鋼 板 81,858  22.7 72,049  22.3 150,827  22.4 9,809 13.6 
鋼 特 殊 鋼 他 44,280  12.2 35,491  11.0 73,216  10.9 8,789 24.8 

小     計 196,954  54.5 173,872  53.8 358,857  53.4 23,082 13.3 

36,979  10.2 29,257  9.1 64,938  9.7 7,722 26.4 

44,452  12.3 47,638  14.7 92,422  13.8 △3,186 △6.7 

65,237  18.1 52,916  16.4 115,849  17.2 12,321 23.3 

12,829  3.6 14,137  4.4 28,203  4.2 △1,308 △9.3 

4,869  1.3 5,083  1.6 11,160  1.7 △214 △4.2 

合         計 361,323  100.0 322,907  100.0 671,433  100.0 38,416 11.9 

（２）業態別売上高 単位 ： 百万円  
百万円未満切捨  

期    別  当 中 間 期 前 年 中 間 期 前     期 前年中間期比

  区    分 金　額 百分比(%) 金　額 百分比(%) 金　額 百分比(%) 増減金額 増減率(%)

   国   内   取   引 238,204  65.9 208,232  64.5 439,541  65.5 29,972 14.4 

   貿   易   取   引 123,118  34.1 114,674  35.5 231,891  34.5 8,444 7.4 

輸 出 56,885  15.8 48,652  15.1 99,714  14.8 8,233 16.9 

輸 入 66,232  18.3 66,022  20.4 132,177  19.7 210 0.3 

合         計 361,323  100.0 322,907  100.0 671,433  100.0 38,416 11.9 

機 械 他

非 鉄 金 属

食 品

石 油 ・ 化 成 品

木 材

（ ）

）（
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